
1 

日本の「入国管理」体制――事実上の移民政策と制度化された人権侵害を問う 

 

柏崎正憲 

 

柏崎正憲「日本の「入国管理」体制――事実上の移民政策と制度化された人権侵害を

問う」、経済理論学会編『季刊経済理論』60 巻 2 号（外国人･移民労働と資本主義）、

桜井書店、2023 年 7 月、6-20 頁。 

* 引用等のさいは上記の掲載誌を参照されたい。 

 

はじめに 

 移民政策とは、国境管理、国籍とシティズンシップ、労働と雇用、福祉、人口などの多様

な政策分野に関連する一分野である。それゆえに、どの国でもさまざまな行政機構が移民政

策に関与している。ところが日本では、政府が移民のかわりに出入国管理または入国管理と

いう語を使い、そして入国管理局と称される法務省の一部局（2019 年 4 月から出入国在留

管理庁）が、外国人の入国と在留にかかわる諸政策のほとんどすべてを掌握している。 

 日本の「入国管理」体制は、外国人労働者の「サイドドア」からの受け入れとそれに起因

する常態化した搾取、非正規滞在者の長期収容および収容中の虐待、難民認定率の異常な低

さといった問題を引き起こしている。今日、在留外国人数は 300 万人を超え、人手不足の産

業部門の多くがますます外国人に依存しているが、その一方で技能実習や留学の資格で就

労する労働者の搾取や虐待の報告は絶えない。しかし近年の入管が大きな力を注いでいる

のは、技能実習生や留学生の労働問題への対処ではなく、入管法違反者の取締りである。現

行法には不備があるとして、2021 年に法務省は、さらなる厳格化を旨とする入管法改正案

を提出した。ところが、その矢先の 3 月 6 日、名古屋入国管理局に収容されていたスリラン

カ人女性の死亡が報じられると、入管への批判の世論が盛り上がり、法案への反対運動を強

く後押しした。この年には法案は取り下げられるも、2023 年にはほぼ同内容の法案が再度

提出された。国会では難民審査をめぐって立法事実が否定されるなど多くの問題が露見し

たが、しかし強行採決により、6 月 9 日、改正入管法は成立となった。 

 日本の移民にかんする社会学的研究は汗牛充棟の様相を呈しており、法学においてもた

とえば難民認定制度にかんする研究が豊富であるにもかかわらず、日本に特有の政策とし

ての「入国管理」体制の包括的な研究は、ほとんど未発展である。たしかに日本は事実上の

移民受入国と化しており、多くの点で他の移民受入国と比較可能だが、しかしその一方で、

移民統合ではなく外国人の在留の規制や取締りが政策の基調でありつづけている（本稿Ⅰ）。

それがなぜかを解明するには、1990 年以降に日本政府が展開した事実上の移民政策が、外

国人の管理と取締りを通常業務とする「入国管理」体制に接ぎ木されて成立したものであり、

政府が移民募集の当事者として負うはずの責任の否認にもとづいている、という点を理解

する必要がある（Ⅱ）。たしかに日本の政策は、選別的移民政策や移民の法的地位の階層化

という、1990 年代以降における他の移民受入国と共通する傾向のなかに位置づけうるが、
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しかしその手段として機能しているのは、日本の入管体制に特有の、同化主義的な性格を帯

びた在留資格制度である（Ⅲ）。そして、政府の一貫した姿勢である移民政策の否認は、入

管当局による非正規移民の収容および送還の実態にも影響している（Ⅳ）。 

 なお筆者は 2009 年末以降、入管収容に反対し非正規滞在者を支援する活動に携わってき

た（「SYI 収容者友人有志一同」ウェブサイト https://pinkydra.exblog.jp を参照）。この活動を

つうじて知った諸事例を、本稿の随所で例証のために紹介している。 

 

Ⅰ 事実上の移民受入国としての日本 

 移民を受け入れない、移民政策はとらないという方針を、政府は建前としては今日にいた

るまで掲げつづけている。それは戦後初期には法務官僚や閣僚によってくりかえし表明さ

れたし、1973 年の第 2 次雇用対策基本計画でも再確認された。その後、1988 年の第 6 次雇

用対策基本計画では「いわゆる単純労働者」の受け入れは「慎重に」検討するものと変更さ

れたが、それはひきつづき移民政策の否定を意味した。2010 年代、成長戦略のなかに「外

国人材」の活用を組み込んだ第 2 次安倍政権すら、現に受け入れが進んでいる非熟練労働者

は一時的な労働力提供者であって、その募集は「移民政策ではない」ことを強弁したのだっ

た（明石［2017］も参照）。だが周知のとおり、この建前は現実とはかけ離れている。バブ

ル期以降、在留外国人数は増加の一途をたどり、2022 年末にはついに 3,075,213 人に達した

（2023 年 3 月 24 日入管庁発表）。人口比率でいえば 2%程度とはいえ、1990 年末の外国人

数は約 108 万人であったところ、2000 年末には約 169 万人、2010 年末には 213 万人強、そ

の 12 年後には 300 万人超えと、とくにここ 10 年ほどで急速に増加している。5 年前に『週

刊東洋経済』（2018 年 2 月 3 日号）が組んだ特集のタイトルどおり、まさに日本は「隠れ移

民大国」と呼ぶにふさわしい。 

 人口動態だけでなく法的地位の側面においても、戦後日本は移民受入国に特徴的な変化

を遂げた。チャン（［2012］：38-41 頁）が指摘するように、権利保障における外国人差別の

撤廃において、第二次大戦後に移民受け入れに転じた産業国（英、仏、独）と比較可能な改

革が、しかも外国人労働者が増加するバブル期よりも前にかなり進んでいたのである。この

改革のおもな推進力は、在日朝鮮・韓国人の差別反対運動であった（就職差別反対、社会福

祉等の国籍条項の撤廃要求、指紋押捺反対運動など）。くわえて、国際人権規約および難民

条約への加盟（1979 年および 1981 年）にともなう社会保障における国籍要件の撤廃など、

国際条約もまた日本の外国人差別の解消に寄与した。これにより永住または長期に在留す

る外国人の社会的諸権利は、国民とほぼ同等の水準で保障されるようになった。 

 その一方で、バブル期以降に日本にやってきた外国人労働者、いわゆるニューカマーの大

部分は、上述のような差別撤廃の成果を完全には享受できず、入管当局によって付与される

在留外国人としての地位、すなわち在留資格および在留期間に応じて、さまざまな権利の制

限を受ける。非正規滞在者であれば、ほとんどの社会保障や行政サービスから除外される。

移民が日本社会のますます大きな部分を構成するようになっているにしても、その成員資

格は入管法によって複雑に階層化されているのである。 
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 しかも、移民の社会的統合ないし包摂のための施策を政府は怠ってきた。移民政策を建前

として否定してきたために、日本には「包括的な移民包摂政策がほとんど欠如して」おり、

NGO や地方自治体やコミュニティ・ユニオンが政府の無策を部分的に穴埋めしているにす

ぎないのである（駒井［2016］：16 頁、366-383 頁）。2018 年の改正入管法により、2020 年

7 月、外国人在留支援センターが設立されたが（東京都新宿区に所在）、しかしこれも、移

民の社会的包摂にどれほど貢献しうるかは定かではない（筆者は懐疑的に見ている）。 

 同じ 2018 年改正法によって、法務省入国管理局は「出入国在留管理庁」と改名されたう

えで外局に格上げされた。この名称が示しているように、政府の外国人政策の基調はいまも

なお、外国人の「出入国」と「在留」を「管理」すること、すなわち規制し、監視し、取り

締まることである。この入国管理体制の考察を抜きにして、どうして日本が事実上の移民国

家として発展していったのかは説明できない。 

 

Ⅱ 事実上の移民政策と「入国管理」体制 

１ 事実上の移民政策の成立――「入国管理」に接ぎ木された受け入れ体制 

 そもそも「入国管理」の名を冠する行政機関は、戦前における外国人労働者導入策への反

動として成立し、外国人の管理と取締りを通常業務として担うものである。そのような官僚

機構が移民政策の管轄権を一手に掌握したとすれば、どうなるだろうか。そのような事態が、

日本の入国管理体制においては現に成立したのである。 

 大日本帝国において、植民地臣民である台湾や朝鮮の人々は、対外的には日本国民であっ

ても、国内法においては差別されていたし、彼らの内地への移動もまた厳しく制限されてい

た。とくに朝鮮人にたいしては、1919 年の三一独立運動以降、彼らが内地で治安上の不穏

分子になることを警戒して、日本政府は段階的に規制を強めた。ところが、中国での全面戦

争に突入すると政府は方針を一転させ、1939 年 7 月 29 日付「朝鮮人労務者内地移住の件」

（厚生・内務両次官から地方長官への依命通牒）以降、朝鮮人を労務者として強制動員し、

そのために内地にも連れてくるようになったのである（外村［2013b］を参照）。 

 こうして帝国日本は、治安上の懸念要素として扱ってきた朝鮮人を、戦時経済に必要な労

働力として利用したのだった。それゆえに、ひとたび戦争が終われば日本政府は、ふたたび

内地の朝鮮人を潜在的な不穏分子としか見なさなくなった。 

 無条件降伏後、日本政府は朝鮮人の渡航を規制する権限の再確立を急いだ。1946 年 5 月

に内務省は、それまで帰還事業の実務を掌握していた日本朝鮮人連盟（朝連）から主導権を

奪ったうえで、7 月には共産主義者を警戒する GHQ の容認のもと、朝鮮半島からの日本へ

の渡航を密航と規定し、内務省、厚生省、運輸省をまたぐ取締体制を構築した。さらには、

1947 年 5 月 2 日の外国人登録令――日本国憲法発効の前日に公布および施行された最後の

勅令――をもって、植民地戸籍に登録されている朝鮮人や台湾人を「外国人とみなす」と規

定した。旧植民地出身者の国籍は法的には未決定であったにもかかわらず、みなし外国人規

定によって彼らは追放可能な存在へと追いやられた。1952 年 4 月 28 日、占領終了と同日に

外登令は外登法に格上げされ、登録外国人の指紋押捺が強制された。入管組織そのものは、
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GHQ が発した覚書を受けた「出入国の管理に関する政令」（1949 年 8 月）によってまず事

務体制が整備され、1950 年の朝鮮戦争勃発後、やはり GHQ の覚書を受けて 9 月に発された

出入国管理庁設置令により、外務省外局の出入国管理庁として設置され、同年 11 月、出入

国管理令の施行をもって動き出した（翌年 8 月に法務省に移管）。一連の政令は、ただ入管

の組織や業務上の手続きだけを規定するだけで、何のために「入国管理」の担当部局を設置

するのかという法令の目的を奇妙にも欠いていた。（以上について、詳しくは大沼［1993］

に所収の大沼保昭「出入国管理法制の成立過程」を、また朝鮮人の「密航」取締りの確立過

程については鄭［2013］第 2 章も参照。） 

 旧植民地出身者とは区別して、バブル期以降に増加した外国人労働者はニューカマーと

呼ばれる。しかしながら、すでに高度成長期の後半、1960 年代なかばごろには、比較的小

規模とはいえ外国人労働者の流入がはじまっていた。国内農村からの労働力供給（出稼ぎ）

の減少や、若年層の社会的上昇の志向にともなう技能労働者の不足によって労働市場に開

いた穴を、資格外就労者、技術研修の名目による就労者、密航者などが部分的に埋めたので

ある。石油危機後の不況をへて日本経済がふたたび成長に転じた 1970 年代末以降には、韓

国からの密航者が減少する一方で、在留資格「興行」で接客業や性風俗業に就く女性、いわ

ゆる「じゃぱゆきさん」が注目された。バブル経済の時期には、製造業や建設業に従事する

非正規滞在の男性労働者が目立つようになる（外村［2013a］：278-280 頁、284-287 頁）。 

 外国人労働者の受け入れをめぐる議論もまた、1960 年代後半には持ち上がっていた。こ

の段階では慎重論が優勢だったが、保守と革新の双方が、この立場を過去の反省に根拠づけ

ていた。保守派によれば、移民を受け入れずに「単一民族社会」を維持すべきなのは、在日

朝鮮・韓国人の問題を戦後に残した多民族帝国の失敗を繰り返さないためであった。左派の

労働運動や革新政党は、外国人労働者の導入を「現代版強制連行」に帰結するものとして警

戒した。この時期にはかつて植民地だった韓国からの密航者が新来労働者の大部分を占め

ていた点をふまえれば、それは当然の傾向だった。 

 しかしバブル期には、フィリピン、タイ、パキスタンなど、より離れたアジア諸国からの

労働者が急増した。このことを反映して、かつての議論においては意識されていた植民地帝

国の反省というテーマは後景に退き、外国人労働者の正式な受け入れを容認する論調が優

勢になっていった（外村［2013a］：280-281 頁、288 頁）。この時流に乗って、1987 年末に労

働省（当時）が、企業に外国人雇用を許可する制度を提案し、政策に移そうと試みた。 

 ところが入管を擁する法務省は、労働省の動きを「縄張り荒らし」と見なし、これに猛反

発する。雇用許可制を全面的に攻撃し、労働省の関与を断つ方向で改革を進めることで、法

務省は「外国人労働者問題を労働政策として捉える観点を徹底的に排除」してしまう。結果

として「労働政策の否定に立脚する」外国人労働者受け入れ体制が成立した（濱口［2010］：

275-281 頁）。 

 労働者受け入れの名目を掲げずして、外国人労働者を導入する。このねじ曲がった目的を

達成するために政府は、移民研究者が皮肉を込めて「サイドドア」からの受け入れと呼ぶ手

法を採用した。1990 年の改正入管法により、日系南米人のための在留資格「定住」および
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研修・技能実習制度という、二つの門戸を設けたのである。どちらのドアからも、就労を希

望する外国人がやってくる。しかし、入管当局は日系南米人や研修生・技能実習生を、政府

が募集した移民としてではなく、すすんで日本に来ようとする外国人としてしか扱わない。

それゆえに移民の社会的統合は、入管行政においては問題にすらならない。 

 サイドドアから迎え入れられる事実上の移民たちは、言語の壁、就労中の傷病、市場の変

動、雇用者や斡旋者による搾取などに、みずからの責任で対処することを強いられる。たし

かに地方自治体や NGO やコミュニティ・ユニオンの支援が存在する。だが問題は、移民を

募集している当事国が負うはずの責任、移民をめぐって生じる社会問題（失業、就労中の搾

取や虐待、地域社会からの排除、非行など）に対処すべき責任を、政府が否認していること

である。そのかわりに入管体制は、その設立当初からの通常業務のやりかたで、移民をめぐ

る社会問題に対処する。つまり、問題ありと見なした外国人を追放するのである。この点を

ふまえると、1990 年の改正入管法によって導入された事実上の移民政策は、外国人の管理

と取締りを旨とする「入国管理」体制の改革をつうじて採用されたのではなく、この体制に

いわば接ぎ木されたのである。 

 

２ サイドドアからの受け入れと追放⑴――日系南米人 

 まずは日系南米人の受け入れの実情を見よう。活動内容を制限されない定住者としての

日系南米人の受け入れを、法務省は血統主義の観念で正当化した。それは労働政策を全面否

定する入管にとってこそ都合のよい論拠であった。その結果として、ブラジルやペルーから

の日系人労働者の受け入れは「完全に市場ベース」で進行し、2007 年以降の世界恐慌のな

かで大量解雇された日系人がみずから地元の職業安定所に赴くまで、労働行政はほぼまっ

たく日系人労働者に関与しなかった（濱口［2010］：286-287 頁）。日系人の大部分は不安定

就労部門に組み込まれ、彼らの地域への定着を支える行政サービスも乏しかった。そのため

に、地域社会との接触機会が生じないままの、日系南米人の「顔の見えない定住化」が進ん

だ。地方自治体の国際化政策も、2000 年代に政府がスローガンにした多文化共生も、市場

が日系南米人に及ぼす影響へのアプローチを欠いていた（梶田ほか［2005］：第 11 章）。 

 日系南米人数は 2007 年まで増加したあと、世界恐慌を境に減少に転じる。厚生労働省が

管轄した 2009 年からの帰国支援事業のほかには、政府は大量解雇された日系南米人への特

別な支援を提供しなかった。これは体裁のよい非強制的な追放手段であったように見える。 

 入管による強制的な追放、すなわち退去強制（いわゆる送還）もまた日系南米人に適用さ

れてきた。在留資格「定住」の者が退去強制を命じられるのは、一定の刑事罰を受けた場合

である（執行猶予なしの一年以上の懲役・禁固、違法薬物の所持等による有罪判決、重大な

入管法違反などが、入管法第 24 条に定める退去強制事由に該当）。したがって、入管収容者

の支援活動家が出会う日系南米人には、ほぼ例外なく犯罪歴がある。だが、こうした人々の

来歴にかんして、移民問題をめぐり無策を貫いてきた政府に責任がないとはいえない。 

 筆者が活動において出会った日系の入管収容者の多数派は、幼少期に親に連れられてき

た移民二世である。2020 年 7 月から翌年末まで東京入管（東京都港区）に収容されていた、
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当時 20 歳代の松田ディエゴ（仮名）は、1 歳で親とともに来日、日本人とまったく変わら

ない成育歴をもつが、いわゆる不良と交友関係をもつようになる。彼は窃盗で有罪となった

後、執行猶予中に業務上過失致死傷などで有罪判決を受け、服役後、ついに退去強制を命じ

られてしまった。こうした類型の若者については、第一に、非行仲間の日本国籍者には与え

られる更生の機会を奪われてしまう。第二に、言語の壁、学校での外国人差別など、移民二

世に特有の不利な境遇も成育歴に影響しただろうが、そのような不利を緩和するための支

援策は政府レベルではとられなかった。第三に、送還には、移民がそれまで築いてきた生活

基盤の喪失や、日本に暮らす家族との分離という深刻な不利益がともなう。この不利益を考

慮して、入管は送還手続きにある者にふたたび在留を許可する場合があるが、上記の松田の

ようにそうならずに送還を命じられることも多い。 

 失業をきっかけに犯罪に巻き込まれるというケースもあった。2020 年 11 月から東京入管

に収容されていた中山セルジオ（仮名）は、成人後、2001 年に来日し、群馬などで就労した

が、2008 年に不況のあおりで失業、日本語能力の不足のため職業安定所にも頼れなかった

ところ、窃盗グループに属していた友人から、自動車を借りたいなどの依頼を金銭と引き換

えに受けるようになった。やがてより深く組織犯罪に巻き込まれると、彼は最終的に共犯者

として逮捕され、懲役 11 年の判決を受けた。2015 年から 2020 年まで約 5 年にわたり東日

本入管センター（茨城県牛久市）に収容されていた木本アレフ（仮名）は、2008 年、配偶者

の出産直後に失業。知人に紹介された闇金業者に頼ったところ、法外な利子を要求され、負

債を脅しの種に、組織犯罪の手伝いをさせられた。結果、彼は翌年に逮捕され、懲役 8 年の

判決を受ける。こうした人々は、みずから犯した罪にはもちろん責任を負うべきである（刑

罰というかたちで現に負った）としても、しかし同時に、不況期における大量失業の犠牲者

でもある。政府の無策のせいで、こうした人々は労働需要の急激な収縮の衝撃に、まったく

無防備なままにさらされた。だが入管は政府の不作為の責任など一顧だにせず、どんな不運

の結果であれ一定の刑事罰を受けた者を、官僚的な冷徹さで送還手続きに放り込む。 

 

３ サイドドアからの受け入れと追放⑵――研修生・技能実習生 

 1990 年に大きく開かれた第二のサイドドアである研修・技能実習制度は、名目上は、技

能移転や人材育成のため、外国人研修生・技能実習生に日本国内で訓練を受けさせることを

旨とする制度である。だが周知のように、それは実際には外国人労働者を受け入れるために

利用されてきたのである。 

 すでに入管令の時代に、法務大臣の特例許可として研修生の受け入れがあったが、この頃

にも実際には非熟練労働者として研修生を利用するケースが多くあった（外村［2013a］：279

頁）。1981 年入管法により研修生は正規の在留資格とされ、さらには 1990 年入管法におい

て、独自の在留資格「研修」にかんする規定が設けられる。奇妙にも、1990 年法の規定に

は、研修は「収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動」には当たらないという

文言がわざわざ盛り込まれた。これは研修生受け入れにおける労働行政の関与を否定する

ための規定と見るべきである（濱口［2010］：292 頁）。その後、グローバル化にともなう中
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小または零細の企業や農家の経営悪化、不安定雇用の拡大、搾取的な労働斡旋のネットワー

ク形成などの影響により、2000 年代には「時給 300 円の労働者」と呼ばれるような研修生

の搾取が社会問題化した（研修生ネットワーク［2006］、同［2009］）。 

 研修生はしばしば、低賃金、長時間労働、約束と異なる業務などを強いられ、さらには家

賃等を名目としたピンハネ、雇用者や従業員からの暴力、パワハラ、セクハラ、労災の放置

といった被害に遭った。搾取や暴力にたいして研修生が脆弱であったのは、彼らが就労者で

はないという名目のもとで労働法令による保護から排除され、しかも転職（雇用者の変更）

さえ認められないためである。くわえて、不平や境遇改善を訴えようものなら帰国を強制す

るために、雇用者が旅券を取り上げるケースすらある。 

 この問題の解決策と称して、2009 年入管法には、労働法令の適用対象となる在留資格「技

能実習」が追加される。もともと技能実習とは、1993 年の行政命令（法務省告示）により、

在留資格「特定活動」の一類型として、研修生の在留期間を延長するために設けられたもの

だが、これを 2009 年入管法により、一定期間の就労後に帰国させるローテーション方式に

似た受け入れ制度に変更したわけである。しかし上述のような技能実習生の搾取や虐待は

一向になくならない。しかも、労働ではなく教習・訓練という建前をあいかわらず反映して、

雇用者の変更は原則不可能なままである。2016 年にはさらに技能実習法が制定されたにも

かかわらず、実習生の搾取や虐待にかんする報告はいまも絶えない。2020 年には、ベトナ

ム人技能実習生が孤立出産のすえ死んだ乳児の死体を「遺棄」した容疑で逮捕されるという

事件が起きたが、彼女が孤立出産を選んだのも、実習生の脆弱な立場、つまり妊娠すれば強

制帰国させるという雇用者の脅しの結果であった（なお 2023 年 3 月には、本件について最

高裁が逆転無罪の判決を出した）。 

 さらに研修・技能実習制度は、監理団体の営利化という問題をも派生させている（出井

［2019］：第 9 章）。監理団体は、法務省と厚生労働省の許可により技能実習生の受け入れ業

務を担う。つまり公認のブローカーである。入管が監理団体を必要とするのは、技能実習生

の受け入れ業務を分担させるためであるが、この役割が監理団体にとっては利権となり、受

け入れ企業から徴収する「監理費」や、送り出し国の機関からのキックバックで儲けること

を可能にする。こうして多くの監理団体が収益優先で業務をおこない、技能実習生の適正雇

用の確保という務めを果たさなくなる。監理団体を上からチェックすると称して利益を得

ている「日本ミャンマー協会」のような利権団体すらある。同協会は、麻生太郎などの政治

家が深々と関与しており、しかも 2021 年クーデター後の軍事政権を擁護している。 

 くわえて、現地ブローカーが就労希望者から高額の仲介料をとることが常態化している。

実習生にとっては借金返済という負担が、雇用者による酷使などを我慢せざるをえない理

由や、職を失っても帰国できない理由になってしまう。 

 筆者は入管収容者の支援活動において、技能実習生が収容された複数のケースを知った。

支援を依頼する入管収容者の多数派は帰国できない事情をもつ難民や長期在留者であり、

技能実習生や留学生からの面会依頼は少ない（送還を受け入れている、支援を依頼するに足

る日本語会話能力がない、といった理由が考えられる）。少数の事例においてではあるが、
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収容された元実習生で、ブローカーに払う仲介料のために作った借金や、日本での給与の未

払いといった問題を抱えていない者はいなかった。 

 2017 年 11 月の時点で東京入管に収容されており、翌年 11 月ごろに送還されたベトナム

人の技能実習生グエン・ドック・クォン（仮名）は、仲介料のためベトナムで 150 万円借金

し、さらに日本でも同国人の闇金に借りたという。栃木のメーカーに就労したが、きつくて

逃げ出し、一度は警察に捕まったあと職場に戻される。病院に行きたいという希望を会社と

監理団体に拒否されたため、自殺宣言して騒動を起こし、職場の窓から飛び降り、ふたたび

脱走。会社は警察に通報したので逮捕、起訴され罰金刑に（おそらく入管法違反）。収容中、

支援者をつうじて会社に未払給与を請求したが、寮費で相殺されたと支払を拒まれた。職場

変更が認められていれば、彼が借金を抱えたまま入管に送還されることはなかったかもし

れない。 

 2019 年 2 月時点で東京入管に収容されており、同年 8 月に東日本入管センターに移収さ

れたミャンマー人の技能実習生マウン・マウン（仮名）は、茨城県の農家で就労、度重なる

いじめを受け、最終的に脱走。社長の息子に鉄パイプで殴られたこともあったという。未払

い給与の回収および年金の払い戻し（脱退一時金）ができるか確認のため、支援を求めてい

た。ところが、給与から差し引かれていると思っていた年金も、実際には雇用者が支払って

おらず、当てが外れてしまう。 

 以上に見た二つの事例は、どちらも職場からの脱走の末の収容であったが、一例目では現

地での借金が、二例目では未払い給与等が問題として残っていた。だがいずれの事例におい

ても、入管の送還手続きが問題解決の可能性を絶ち、技能実習生に泣き寝入りを強いた。 

 

４ サイドドアからの受け入れと追放⑶――留学生 

 2010 年代に入ると、さらにもう一つのサイドドアが開かれることになった。在留資格「留

学」である。いかにして留学生が労働力として組み込まれていったのかを以下で概観する

（出井［2016］：第 1 章および同［2019］を参照）。 

 きっかけは、2008 年に策定された「留学生 30 万人計画」であった。もしこの計画が実現

されれば、日本は世界第三位の留学生受入国となるが、しかしそれは特段の根拠も実現の見

込みもなしに設けられた数値目標にすぎなかった。ところがこれを受けて、2009 年入管法

により、在留資格「就学」が「留学」に統合される。「就学」は日本語学校生等を対象にし

た在留資格であり、したがって当該規定が施行される 2010 年からは、日本語学校生も統計

上、留学生ということになる。つまりこれは留学生数の水増しでしかない。ところで留学生

には週 28 時間の就労が認められている（長期休暇期間には週 40 時間も可能）。しかも技能

実習生（監理団体を介した就業の場合）と異なり、留学生はみずから雇用者と契約すること

ができる。それゆえに、2010 年代にはベトナムなどの技能実習生送出国から、留学生の資

格での就労を目指して渡日する人々が増加した。非正規雇用の就労者が不足している部門

の雇用者にとっては、留学生の増加は、労働力の便利な調達源のさらなる拡大を意味した。

技能実習生の場合とは異なり仲介手数料を払う必要がない点も、雇用者には得である。 
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 だがそれ以上に大きな利益を見出したのは、日本語学校（一部の専門学校や大学も）であ

った。すなわち、就労可能な在留資格と引き換えに授業料や入学金をとるためだけに、日本

語学校が設立、経営されるようになったのである。しかも民主党政権期の事業仕分けにより、

日本語教育振興協議会がビザ申請のチェックから締め出されたことで、日本語学校等の営

利化にたいする抑制は失われた。こうして、就労者誘致ビジネスとしての学校経営の拡大に

は歯止めがかからなくなる。市街地から離れたコンビニすらないカキ産地に業者が入り込

み、IT 専門学校を設立するという事態すら起きるようになった（出井［2019］：第 5 章）。 

 就労目的の留学生もまた技能実習生と同様に、現地ブローカーが要求する高額の仲介料

のせいで、借金をして来日する場合がある。さらには学校に高額の入学料と授業料（事実上、

在留資格の斡旋のための手数料）を払わねばならない。それゆえに、留学生は雇用者を選べ

るとしても、法定時間ではとても必要な額を稼げないことが多く、そういう場合には複数の

職場で週に合計 28 時間を超えて働かざるをえないが、入管当局の目に留まれば摘発され、

就労は続けられなくなる。2017 年 2 月、入管は学校側のチェックを強める旨の通達を出し

たが、それもまた留学生の立場を不利にした。学校が通学状況に問題があると見なした学生

を厳しく扱うようになり、そのせいで問答無用で放校にされる学生が出てきたのである。学

生の旅券をまるで人質のように預かる学校があり、そうでなくても在留資格の更新には在

学証明などが必要であるため、在留資格の更新を妨害して、学生を送還手続きに委ねること

が学校にはできてしまう（出井［2019］：84-88 頁も参照）。 

 筆者が活動で知った事例としては、ミャンマーからの留学生テット・カン・ムー（仮名）

の件がある。彼女は 2016 年春に、東京都港区芝公園付近の日本語学校に通いはじめたが、

入学時に旅券を学校に預けねばならなかった。もっぱら就労を目的としていたのではなく、

彼女はまじめに勉強して日本語を上達させていた。しかし来日前に腫瘍の手術を受けてか

ら体調を崩しがちで、2017 年 3 月頃に体調が悪化、学校を休みがちになる。ところが、欠

席の理由を書面で何度も伝えたのに、学校は在留資格を更新しないという脅しをかけはじ

めた。夏には事務職員に「あなたはもういらない」などと怒鳴り散らされ、9 月に学校を除

籍、11 月に東京入管に収容。半年分の授業料の返還を求めるも学校は応じず、学校と交渉

するための仮放免許可の申請も認められなかった。1 年 8 か月の収容をへて、彼女は解決を

諦め、帰国した。この事例でも、送還手続きが泣き寝入りを強いた。 

 

５ 事実上の移民政策の継続性 

 上に見てきた三つのサイドドアのみならず、日本政府はいくつかの正面入口をも移民に

開いてきた。経済連携協定（EPA）にもとづく看護師・介護士の募集（2004 年から）、高度

人材ポイント制（2012 年から）、国家戦略特区における「創業人材」「家事支援人材」などの

受け入れ（2017 年から）、人手不足部門に労働者を呼び込むために新設された特定技能制度

（2019 年 4 月施行）などである。しかし相変わらず、これらの施策を移民政策とは異なる

ものだと政府は言い張っている。 

 上記の受け入れ制度もまた、実質的には移民政策でしかない。しかし問題は、これらの門
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戸を開くために、移民政策とは異なる正統性や政策目的――血統主義（日系南米人）、技術

移転（研修生・技能実習生）、自由貿易（EPA）、成長戦略（国家戦略特区）など――が掲げ

られてきたことであり、その結果として、日本の事実上の移民政策が「分断的構造化」の様

相を呈していることである（小井土、上林［2018］：472-474 頁）。労働人口の不足を補うた

めという移民政策の本来的な目的をはっきりと掲げているのは、2018 年に新設された特定

技能制度くらいしかない。入管庁の報告書によれば、同制度は「中小・小規模事業者をはじ

めとした深刻化する人手不足に対応」することを目的としている（入管 a［2022］：99 頁）。

だが、サイドドアからの移民（とくに技能実習生と留学生）への依存という傾向は、現在に

いたるまで変わらない。いまでも在留外国人数の上位（永住者等を除く）を占めるのは、在

留資格「技能実習」、「技術・人文知識・国際業務」および「留学」である。2022 年末には、

これら三つはそれぞれが 30 万人以上に達している（2023 年 3 月 24 日入管庁発表）。したが

って、最新の移民受け入れ体制（2018 年の入管法改正以後の体制）においても、基本的に

は相変わらず、事実上の移民政策が継続されているといわねばならない。 

 

Ⅲ 入管体制における移民の選別、監視、同化 

１ 移民の選別と階層化――グローバル労働市場に接続された入管体制 

 外国人の管理と取締りを通常業務とする「入国管理」体制は、1990 年以降における事実

上の移民政策をつうじて、グローバルな労働市場に接続された。産業国の移民政策が、国内

労働市場の不均衡の国際的なスケールにおける調整として一般化できるとすれば、日本の

入管体制もまた、労働力需給の国際的調整に寄与するかぎりで、他の産業諸国と比較可能な

移民政策を担っているといえる。しかし国際比較は同時に、日本の入管政策の特殊性をも浮

き彫りにするだろう。 

 管理と取締りのシステムに移民受け入れ体制を接ぎ木しているという点では、日本の政

策は、先進産業国の「選別的移民政策」に似ているのかもしれない。一方における少子高齢

化や人手不足、他方における脱産業化や移民の治安問題化（反テロリズム）に影響されて、

1990 年代以降、米国やオーストラリアなどの伝統的な移民国家は、露骨に選別的な移民政

策を、すなわち高度技能人材の国際的誘致と、非熟練労働力となる移民の排除や追放とを推

進してきた。欧州諸国もやや遅れて、高度人材誘致および国境管理の強化の流れに乗った

（小井土［2017］も参照）。日本の事実上の移民政策もまた、高度人材を優遇する一方で、

非熟練部門の外国人は一時的で不安定な在留資格しか与えないという点では、選別的移民

政策の国際的トレンドのなかにある。しかし欧米諸国との大きな違いとして、高度人材と比

べて非熟練労働者の（サイドドアからの）受け入れが、日本では時期としても先行し、規模

としても圧倒的に大きい。 

 非熟練労働者やケア労働者の受け入れという点では、アジアの産業国との比較がなされ

るべきだろう。とくに韓国と台湾は、持続的な経済成長をめざして「3K 業種や介護・看護

分野での人手不足を補うために」積極的に外国人労働者を受け入れ、就労者にとって比較的

に魅力ある労働条件を提供し、受け入れにともなう問題を解決するための制度改革にも不
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断に取り組んできた。すでにアジアでは、これらの部門において労働者誘致をめぐる競争が

激化している。だが技能実習制度をはじめとする非公式の移民受け入れの方式に固執する

日本は、この競争で当然にも後塵を拝している（佐野［2015］：18-19 頁）。2018 年入管法に

よる特定技能制度の導入は、この状況への部分的な対応策なのかもしれないが、技能実習生

への依存がただちに解消されたわけではまったくない。移民は受け入れない（労働政策の否

定）という建前への日本政府の固執は、アジア諸国の移民政策との比較においても際立つ。 

 日本の政策は、福祉や社会的権利をめぐる外国人差別の撤廃を前提として、公共財への新

来外国人のアクセスを排除しようと試みる、一種の「福祉排外主義」の表現として説明でき

るだろうか（cf. Goul Andersen and Bjørklund［1990］）。移民に平等な権利保障を提供するこ

とと、公共財を国民のために確保しておきたいという関心とのジレンマから、1990 年代以

降の欧州諸国は、従来の移民にたいして新来移民を低く扱うことを正当化するために、移民

の法的地位を（ひいては社会の成員資格を）階層化した（Morris［2003］）。 

 たしかに日本においても、移民の法的地位は階層化されている。特別永住者（旧植民地出

身者）や永住者の地位と比べて、移民労働者たち、とくに「技能実習」や「留学」の在留資

格で働く者たちは、明らかに低く扱われている。しかし、このことを福祉排外主義の帰結と

見なすことは的外れであろう。すでに見たように、日本が事実上の移民政策に転じたのは、

バブル期における労働供給の不足、外国人労働者に好意的であった当時の世論、および官僚

制にありがちなセクショナリズム（法務省による労働省の関与の排除）の結果としてであっ

た。これらの要因は福祉排外主義に影響されたものとは評価できない。 

 むしろ日本における移民の法的地位の階層化は、1990 年の法改正から現在にいたるまで、

外国人労働者の受け入れ制度が、まるで自明の理であるかのように既成の「入国管理」体制

のなかに組み込まれたことの結果ではないだろうか。このシステムにおいて移民は、さまざ

まなゲートをつうじて、門戸ごとに異なる在留条件や在留期間を指定されたうえで、日本の

労働市場に入ってくる。この手続き、すなわち在留資格制度は、入管当局だけでなく、大部

分の法曹家や研究者にも自明視されている。だが在留資格制度は、万国共通のイミグレーシ

ョン・ポリシーではないどころか、これから見るように、戦後日本の入管令の原型となった

米国の移民法と比べても特殊なものである。 

 

２ 監視および同化の手段としての在留資格 

 在留資格制度は、その成立の経緯からみても、実際の運用においても、入管当局が外国人

の在留状況を継続的に監視するための基本的手段として機能している。 

 戦後日本の入管令は、米国移民国籍法（厳密にいえば 1952 年に米議会で可決された同法

の草案）を「母体」として生み出された（明石［2010］：69 頁も参照）。元・法務省入国管理

局参事官の竹内昭太郎によれば、米国法をまねて入管令が作られたさい、ノン・イミグラン

トに課される在留条件（state of residence）が「在留資格」と訳された。つまり米国移民法に

おける非移民の在留条件が、日本の在留資格制度の原型となった。「在留条件」も「在留資

格」も、指定された活動以外を在留中におこなってはいけないという在留制約条件を意味す
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る（竹内［1995］：171 頁、192-194 頁）。ただし、米国法では活動を制限されない移民ビザ

が別に設けられているが、日本法にはそれがない。したがって日本では、すべての新来外国

人が活動を制限されることになる。しかも日本は、入国許可と在留許可が別々の手続きでな

される大陸国方式（同前、192-193 頁）とは異なり、入国許可と同時に条件つきで在留を許

可する島国方式（同前）を採用している。それゆえに、入国許可と在留許可は、同じ行政当

局すなわち入管の管轄となる（査証の発行は外務省だが、査証は正確には入国許可ではな

い）。 

 こうして在留資格制度は、すべての新来外国人にたいして入国時（入管法上、正確にいえ

ば上陸時）に制約条件を課し、この条件を遵守しているかどうかを継続的に監視するための

手続きとして設計された。この制度こそが、外国人の入国のみならず在留をも一手に「管理」

するための広範な権限を、入管当局に与えているのである。 

 もちろん実際には、入管当局がすべての外国人の在留状況を監視できるわけではない。だ

がそのかわりに、民間人が事実上、監視の役割を分担させられているのである。各種の在留

資格には 6 か月、1 年、3 年、5 年などの期間が定められており、指定された活動が継続す

る場合には期間が更新される。だがほとんどの在留資格では、活動の継続を理由に在留期間

を更新できるかどうかは、雇用者（技能実習、技能、技術・人文知識・国際業務など）や監

理団体（技能実習）や学校（留学）や配偶者（日本人の配偶者等）などが手続に協力するか

どうかにかかっている。こうした関係者が事実上の監視役を演じていることは、雇用者や監

理団体や日本語学校などが、厄介払いをしたい技能実習生や留学生に帰国を強要したり在

留資格更新を妨害したりする事例を見れば、明らかである。 

 他方で、就労する業種の制約をともなわない在留資格もある。「身分・地位に基づく在留

資格」すなわち「永住者」「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」および「定住者」のこ

とである。ただし「配偶者等」だけは、活動の制約条件としての側面も有している。つまり

実質ある結婚と入管が見なす生活実態が、要するに配偶者との同居が、その条件である。「正

当な理由」なしに「配偶者」としての「活動を継続して六月以上行わないで在留している」

者、つまり入管が正当と認める理由なしに別居を続ける者は、在留資格の取消事由に該当し

てしまう（入管法第 22 条の 4 第 1 項 7 号）。このことが影響して、「配偶者等」の資格で在

留する者が、在留資格を失わないために家庭内暴力などに耐えることを強いられるケース

がある――実際には条件しだいで「配偶者等」から「定住」に移行できるようになっている

のだが（一般社団法人ウェルクが 2017 年に発行した『在住外国人 DV 被害者支援 支援員

のためのハンドブック』を参照）。 

 在留資格制度は、在留外国人の監視手段をなしているだけではなく、同化の手段としても

分析されるべきだと思われる。この制度は、血統主義的あるいは家族主義的な同化の過程を

通過する外国人を優遇するようにできているからである。 

 上に説明したとおり、日本の在留資格制度は、活動に制限のある在留資格と「身分・地位

に基づく在留資格」との二層構造をとる。後者に属する在留資格は就労する職種を制限され

ないが、そのなかで新来の移民が取得できるのは「配偶者等」だけである（「定住」を取得
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できる日系南米人のみ例外）。活動に制限のある資格を何度も更新した比較的長期の在留者

にとっても、10 年以上の合法的在留や安定した収入などの難しい条件を満たして「永住」

に移行するよりは、日本人や永住者、特別永住者と結婚して「配偶者等」に移行するほうが

容易であることが多い。しかも「配偶者等」は、他の在留資格よりも「永住」に資格変更し

やすくなっているので、活動に制限のある在留資格から「配偶者等」をへて「永住」に到達

するというのが、日本における永住者の主要コースということになる。 

 自国民と結婚した外国人に比較的有利な法的地位を提供することは、他の国でも一般的

であろう。しかし、日本の入管法の原型である米国移民法においては「移民」と「非移民」

との区別が基本的であり、米国市民の配偶者はあくまで移民の一類型として想定されてい

るにすぎない。ところが、米国の移民受け入れシステムから「移民」のカテゴリーを除いた

うえで成立した日本の在留資格制度においては、日系南米人を例外として、新来移民が取得

可能な他のすべての在留資格にたいして「配偶者等」が優遇されている。言い換えれば、労

働移民のなかでも日本人の血統をもつ者か、日本人（もしくは永住者、特別永住者）との家

族関係に入る者だけが、一時的な労働力の提供者としての扱いを脱して、より安定した法的

地位に就けるようになっているのである。この点において在留資格制度には、血統主義的ま

たは家族主義的な同化を促すバイアスが働いているといえる。そうだとすれば、移民政策は

とらないという日本政府の方針は、家族関係への移民の包摂をもって移民の社会統合に代

えるという意図的な不作為として見るべきなのかもしれない。 

 このような同化主義に適応しないかぎり、日本における移民は、いつまでも周縁的な社会

成員のまま、いつでも追放されかねない一時的な労働力の提供者のままである。一例として、

筆者が支援しているチリ難民クラウディオ・ペニャを紹介したい。彼の父親は、ピノチェト

のクーデター時の左派狩りに協力させられたことを 1990 年に真実和解委員会に証言したが、

そのせいで一家全員が極右と極左の双方から迫害の標的にされてしまう。クラウディオは

サンティアゴで拉致され暴行を受けた後、1996 年に来日。中南米料理の調理師として、お

もに「技能」の資格で在留を続けた。2010 年末、意気投合した日本人雇用主とレストラン

開業の準備をはじめるが、翌年 3 月の大震災と原発事故にショックを受けた雇用主は日本

を離れてしまう。運悪く、そのとき彼には在留資格の期限が迫っており、しかも震災直後の

混乱のため、他の勤め先がすぐに見つからなかった。在留期限が過ぎると、彼は退去強制手

続きにかけられた。一時的な出国はあるにせよ、それまで 15 年にわたって合法的に在留し

ていたにもかかわらず、クラウディオ・ペニャは一時的に雇用主を失っただけで送還を命じ

られ、入管に収容されたのだった。この段階でやむをえず難民申請をしたが認定されず、彼

はいまも仮放免（収容免除）の境遇に置かれている。 

 

Ⅳ 入管体制はいかに移民を追放しているか 

１ 非正規滞在者の追放 

 日本政府が推進してきた事実上の移民政策における本質的な矛盾は、事実問題として国

内経済が労働移民に依存し、政府もまた外国からの働き手を募集しているにもかかわらず、
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行政当局（入管）は移民募集の当事者としての責任を否認しながら（あるいはそもそも意識

すらしないまま）、外国人の監視と取締りという通常業務の一環として事実上の移民受け入

れを推進するという点にある。この矛盾がもっとも暴力的なかたちで現れるのは、追放の対

象とされた非正規滞在者に入管当局がその権力をふるう場面においてであろう。 

 非正規滞在の労働者はバブル期に急増した。入管の統計によれば、1990 年 7 月には「不

法残留者」（推計値）は 106,497 人に、1993 年 5 月には 298,646 人に達した（2013 年 1 月に

62,009 人）。1990 年入管法はこの状況に対処するものであったが、非正規滞在者の取締りの

ために新規導入された規定といえば「不法就労助長罪」くらいであった。このことは、当時

の法務省が「不法就労者」の存在それ自体よりも、外国人を規制する権限の回復――前述の

とおり労働行政の関与を排除しながらの――に関心をもっていたことを物語る。 

 非正規滞在者の取締り強化を主導したのは、むしろ警察であった。1993 年に警察庁は「不

法滞在者」を治安への危険として名指し、以後、テロリズムや国際組織犯罪への対処という

大義名分を掲げて取締りを強化していった（髙谷［2018］を参照）。1993 年度以降の『警察

白書』には「国際化社会と警察活動」の章が含まれるようになり、1999 年度版には「国境を

越える犯罪との闘い」という特集が組まれた。これに呼応するように法務省も、2000 年の

第二次入国管理基本計画における「不法滞在者が社会に惹起している諸問題」の節で、外国

人犯罪と非正規滞在者との結びつきを強調している。21 世紀に入ると、警察庁は「緊急治

安対策プログラム」（2003 年）を、入管は「不法滞在者五年半減計画」（2002-2006 年）を展

開する。一連の取締り強化キャンペーンは世論に大きな影響を及ぼした。内閣府の「外国人

の入国と在留に関する世論調査」によれば、2000 年から 2004 年のあいだに、非正規滞在者

への印象が顕著に悪化している（草加［2010］：128-129 頁）。 

 非正規滞在者の「摘発の嵐」が吹き荒れたのも 1993 年であった。令状なしの違法な摘発

すらおこなわれたという。さらに入管収容施設では、捕まった非正規滞在者にたいする暴力

や虐待が横行するようになるが、そのことは 1994 年後半から明るみに出はじめる（高橋

［1996］：96-111 頁）。ニューカマーが入管収容の犠牲者としてクローズアップされるのは、

この時期以降である。入管問題調査会（［1996］：68-71 頁）が報道や各種文献にもとづいて

作成した「人権侵害一覧」によれば、1982 年から 1995 年 6 月までにおいて、入管職員によ

る執行対象者への暴行事件が 20 件以上あった。その多くは殴打やセクシャルハラスメント

であり、なかには手錠をかけたままでの隔離室への放置や、集団レイプすらあった。ほかに

も、金銭の詐取や入管収容者のキャッシュカードの不正使用が報告されている。以上はあく

まで出版物に記録された事件の集計であって、公表にいたらなかった事件がもっと多くあ

っても不思議ではない。 

 だがその一方で、1990 年代には、そしてある程度は 2000 年代においても、非正規滞在者

の就労は大目に見られることが多かった。2000 年代末までの非正規滞在者をとりまく事情

は、鈴木江理子の調査［2009］に詳しい。筆者の友人である複数の非正規滞在者（後で説明

する仮放免者）も、1990 年代には犯罪に関わらずまじめに働いているかぎり警察に非正規

滞在がばれても見逃されていた旨、証言している。くわえて、バブル崩壊から約二十年にお
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よぶ非正規滞在者の取締りの段階的強化にもかかわらず、在留正規化の措置もまた、この期

間にそれなりに多くとられてきた。1991 年から 2015 年までの 25 年間を総計すると、699,606

人の被送還者にたいして 120,815 人が在留を特別に許可された、つまり被送還者のうち約

15%が正規化された（柏崎［2018］：111 頁）。もっとも在留特別許可の数が多かった年は、

実は前述の「不法滞在者五年半減計画」中の 2004 年（13,239 人）である。計画に携わった

元入管職員（入国審査官）によれば、当時、計画が達成できなければ「幹部の首が飛ぶみた

いなうわさも流れ」るなか、時間のかかる「審査手続を割愛」するため「ある程度の条件が

あれば一律に許可を出して」いたという（平野［2020］：203-204 頁）。 

 この状況からの不寛容への決定的な転換点は、2009 年における入管法等の改正と、それ

にともなう外国人登録法の廃止であった。帝国の解体過程において在日朝鮮人を追放可能

な「外国人とみなす」ために導入された外登令（1952 年から外登法）は、連続して 90 日を

こえて在留する外国人に登録を義務づけていたが、登録原票は地方自治体の所管とし、外国

人登録証の発行もまた地方自治体に任せていた。これが意味するのは、非正規滞在者でも外

国人登録は可能であり、身分証明書として通用する外国人登録証を所持できたということ

である。在日朝鮮・韓国人の取締りのために設けられた制度が、新来の非正規滞在者の取締

りには都合が悪いものとなった。この不都合を解消するために、2009 年に外登法の廃止と

入管法および関連する法の改正がおこなわれたのである。その結果として、外国人の住所等

の情報は入管の在留管理制度に統合され、そのうえで入管が発行する「在留カード」を証明

書として地方自治体が住民登録台帳に外国人（三か月を超える在留資格の者のみ）を登録す

るという仕組みが成立した。そのせいで、非正規滞在者は身分証明書を失い、住民登録から

排除され、地方自治体等が提供する公的サービスにすらアクセス不可能となった（例外は公

立小中学校への通学、自動車免許の取得、新型コロナウイルスのワクチン接種くらい）。 

 

２ 難民の追放 

 日本の難民認定制度も、非正規滞在者の取締りの文脈で論じる必要がある。というのも、

日本の異常に低い難民認定率の背後にある実態として、難民認定されなかった者の大半は

在留資格を付与されず送還の対象にされているからである。 

 1970 年代後半、日本政府はインドシナ難民庇護への当初の消極姿勢を国際的に非難され、

方針転換後、1981 年に難民条約に加盟し、それに応じて入管令を「出入国及び難民認定法」

へと改正した。条約加盟以前から 1995 年までに日本が庇護した難民の大半がインドシナ難

民であり、日本在留のインドシナ難民の数は 1997 年末時点で 10,241 名であった。（なお、

難民条約加盟前における韓国や台湾からの政治難民の処遇については、柏崎［2018］：119-

124 頁を参照）。 

 だが、その他の難民認定申請者の認定率はきわめて低い。インドシナ難民の特別な取り扱

いをやめた最初の年である 1996 年には、同年中に処理済（申請取下げ含む）の申請者 59 名

のうち、認定はたった 1 名であった（入管 a［1999］：168 頁、170 頁）。これにもとづいて

計算すれば、難民認定率 1.7%である。近年の実績では、数値はもっと低くなる。2016 年か
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ら 2020 年までの 5 年間の通算で、申請者 55,334 名にたいして認定は 181 名、および「その

他の庇護」（人道的配慮による在留許可）が 263 名であった（入管 b［2017-2021］を参照）。

これにもとづいて計算すると、申請者数にたいする難民認定率は 0.3%であり、難民認定と

「その他の庇護」を合計した庇護率を計算してもたった 0.8%にしか満たない。 

 難民認定制度が入管問題の一つとして浮上したきっかけは、アフガニスタン難民である。

2001 年 10 月、関東地方に在住のアフガニスタンの難民申請者 9 名が入管当局に一斉摘発、

収容された。かねてよりタリバン政権下の同国からの難民の庇護が国際問題となっており、

さらには米国が侵攻の準備を急速に進めるなかで、世界中がアフガニスタン情勢に注目し

ていたにもかかわらずである。この件以来、日本における難民申請者の境遇は、入管の収容・

送還政策と結びついた問題として認知されるようになった（壁の涙［2007］を参照）。 

 2004 年の入管法改正により、入国後 60 日以内でなければ難民申請は受理しないという制

限は撤廃された。くわえて、審査結果にたいする不服申立ての手続きの改正として、民間の

「有識者」による「難民審査参与員」による不認定の見直しが制度化された。ところが、参

与員のチェックによってもほとんど認定率は変化せず、さらに 2013 年以降は、参与員の多

数（三名中二名）が「難民相当」と見なしたにもかかわらず法務大臣が認定を拒むケースが

増えた。参与員の資質にも大きな問題があり、申請者にたいして「あなたは難民としては元

気すぎる」とか、政治的迫害者にレイプされた難民にたいして「あなたが美人だったから」

などと暴言を言い放った参与員たちの事例が報告されている（平野［2020］：232-233）。 

 難民申請者に連れてこられた子すら、成人すれば送還対象者として入管の実力行使にさ

らされる危険がある。一例として、トルコ国籍のクルド人女性ベリワン・トーマは、6 歳で

難民申請者の父母に呼び寄せられて来日し、小学校からずっと日本で教育を受けてきたが、

2017 年 11 月から 2018 年 4 月まで東京入管に収容された。このケースには SNS で関心が集

まり、彼女の解放を求めるキャンペーンが展開された（織田［2019］：31-75 頁）。 

 近年の状況について付言しておく。2021 年と 2022 年の 2 年間では、難民認定申請者数

6,185 名にたいして認定が 276 名、および「その他の庇護」が 2,340 名と、顕著に実績が向

上している。ただし、この期間に難民認定または庇護された者の大半は、2021 年 2 月に軍

事クーデターが起きたミャンマーと、同年 8 月にタリバン政権が復帰したアフガニスタン

との出身者である（難民認定はそれぞれ 58 名および 156 名、「その他の庇護」は 2,180 名お

よび 12 名）。これらの国の出身者を除いて計算すると、難民認定率は 1.0%、庇護率が 5.6%

と、いぜんとして非常に低い水準にある（入管 b［2022-2023］を参照）。なお、ミャンマー

人についてはクーデター後の情勢を受けた「緊急避難措置」として、同年 5 月以降に入管

は、希望する者に就労制限のない在留資格「特定活動」を与えているが（入管 b［2022］）、

この「緊急避難措置」の数がそのまま、人道配慮による「その他の庇護」の数に含められて

いる疑いがあり、統計の水増しではないかと指摘されている（「「人道上の配慮」在留許可が

最多、難民支援の弁護士「水増しでは」と疑問視」弁護士ドットコム、2022 年 5 月 13 日）。

2022 年 3 月以降のロシアのウクライナ侵攻にともなうウクライナ「避難民」についても、

在留資格「特定活動」を与えることで対応している（入管 c［2022］）。どちらの措置も、政
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府が両国の難民を庇護しているという国際的な体面を保ちつつも、同時に彼らを条約にも

とづく難民申請からできるかぎり遠ざけておくための措置だと推測される。 

 

３ 送還と収容 

 外国人の入国や在留にかんする法令や一般刑法に違反した外国人が追放の対象になりう

ること自体は、どこの国でも同じであろう。日本の退去強制手続（送還の手続き）に特徴的

なのは、入管当局の広範な裁量に委ねられている点、無期限の収容が大きな役割を占めてい

る点、そしてさらには、送還対象者を虐待し人権を侵害することが、退去強制手続からの逸

脱というよりも、事実上、この制度の一部に組み込まれている点に見受けられる。 

 入管法違反など、退去強制の事由（入管法第 24 条に列挙）に該当すると疑われる外国人

を、入国警備官は調査したうえで通常は収容し、その身柄を入国審査官に引き渡す（第 44

条、第 45 条）。容疑者は、「入国審査官の審査」（第 45 条）、特別審理官による「口頭審理」

（48 条）、そして容疑者の異議申出を受けた「法務大臣の裁決」（49 条）という、最大で三

回の手続きを受けることができる。最初の二つでは退去強制事由への該当性が判断される

が、最後の「法務大臣の裁決」においては在留特別許可（在留の正規化または合法化）もあ

わせて検討され、異議が認められなければ退去強制令書（送還の命令書）が発付される。こ

うして退去強制手続にかけられた者は、2 度の審査結果のチェックを形式的に保障されてい

る。ただし、退去強制令書の発付にいたるまでの手続き全体が入管当局の内部で完結する。 

 異議申出を受けて在留が正規化されるかどうかは「在留特別許可に係るガイドライン」

（2006/10 発表、2009/07 改訂）にそって検討されることになっている。このガイドラインが

「特に考慮する積極要素」に含める事情は、日本人や永住者との親子関係ないし婚姻関係か、

または難病等により日本における治療を必要としていることであり、ここでも在留資格制

度と同様に、同化主義の論理が手続きの対象者の法的地位を大幅に左右する。ただし、こう

した積極要素が個々の事例においてどの程度重視されるのかは不明であり、「諸般の事情を

総合的に勘案」するという名目によって個々の判断の理由はあいまいにされている。 

 ひとたび退去強制を命じられた者は「送還可能のときまで」入管施設内に収容することが

可能である（入管法第 52 条 5 項）。この規定を入管は、収容には期限がないという意味に解

釈している。こうして、司法手続きを介することなく、入管という一行政機関の判断だけで、

送還の対象となる外国人は、人身の自由を無期限に奪われてしまうのである。 

 その一方で、収容を免除する「仮放免」の規定もあり、入管収容者は仮放免許可を申請す

ることができる（第 54 条）。ただし仮放免を許可された者は、保証人および保証金（仮放免

が終わるまでの預け金）を用意しなければならず、移動を制限され（県境をまたぐ移動には

入管当局の許可が必要）、さらには就労を禁じられ（違反すれば保証金没収、収容再開）、仮

放免許可期間のひんぱんな更新手続きを強いられ（通常は 1 か月ごと、そのたびに不更新と

収容再開のリスクにさらされる）、そしてほぼすべての福祉や行政サービスから排除される。 

 2007 年以降、国連の自由権規約委員会や拷問禁止委員会などから、入管による長期収容

を是正する勧告がくりかえし発されてきた。収容期間に上限がないこと、入管収容の恣意性、
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収容の決定にたいする独立した審査の欠如、難民認定率の異常な低さなどが、国連の人権機

関に問題視されている。その一方で、日本政府は勧告への対応を怠りつづけている。 

 

４ 制度化された人権侵害――帰国の強要手段としての入管収容 

 次の事実はとくに注目を要する。2011 年から 2020 年までの 10 年間に、被送還者の数は

72,261 名、平均して年におよそ 7,200 名であったが、実はその大部分は「自費出国」した者

である。その数は、同じ 10 年間で 67,636 名にのぼり、この期間における被送還者全体のう

ちの 93.6%を占めている（入管 a［2012-2021］を参照）。 

 なぜ送還される者の 9 割以上が「自費出国」するのだろうか。入管庁ウェブサイトに掲載

された説明（入管 d［n/a］）によれば「国費送還が国民の皆様の貴重な税金によりまかなわ

れていることはもとより、不法就労を始め不法入国や不法残留等の入管法違反の防止を図

る観点から、自費出国が可能な被退去強制者については、極力その努力を促」しているのだ

という。しかしながら、帰国の準備が整わないか、帰国できない事情のために送還を拒む者

を、入管当局は無期限に拘禁（収容）している。「国費送還」と同様、収容にも「貴重な税

金」が費やされるはずだが、収容のコストについては入管庁の言及はない。他方で「不法就

労を始め不法入国や不法残留等の入管法違反の防止を図る」ことも理由に挙げられている。

送還対象者を「自費出国」させることがどうして入管法違反の防止に寄与するのかは説明さ

れていないが、送還のコストを送還される当人に負担させることが抑止効果になるという

考え方だろうと思われる。だが、実際に「自費出国」がそのような抑止の機能を果たしてい

るかどうかの検証はいっさいない。 

 自費出国を「極力」促すという方針が、帰国できない事情があるために送還を拒む移民や

難民に適用されるならば、そして退去強制を命じられた者の収容には期限がない（と当局が

法解釈している）ことをふまえれば、必然的な帰結として、送還を拒む者は帰国に同意する

ときまで無期限に収容されることになる。おそらくこれが日本の入管収容の本質である。入

管当局の固定観念によれば、外国人の入国と在留を「管理」する権限を掌握する入管が発し

た命令には、いかなる外国人もつねに従わねばならない。本人にとっては絶対的な不利益で

ある送還の命令にさえも、自発的に従わねばならない。さもなくば、送還対象者は命令に従

うときまで、その自由を入管当局は無期限にはく奪するのである。 

 筆者は入管の考え方を勝手に推測しているわけではない。入管それ自身が近年に、収容の

目的とは「在留活動の禁止」であるという説を実際に唱えているのである。入管はあたかも

それを当然の法理であるかのように唱えるが、しかしそれは伝統的な法解釈ではまったく

なく、元入管職員である多賀谷一照と髙宅茂の解説書（『入管法大全』日本加除出版、2015

年）で根拠なしに主張されているにすぎない。むしろ入管体制の設立当初の法解釈を掘り起

こせば、収容とは送還対象者が船や飛行機を待つあいだの「暫定的」な措置でしかないこと

を、法務省自身が明言しているのである（児玉［2020］：43 頁）。だとすれば、収容は「在留

活動の禁止」であるという見解は、入管収容の濫用を促すものでしかない。 

 ただし、送還の見込みが立たない者の長期収容化は、入管体制がその設立当初においてす
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でに抱え込んでいた問題であった。1952 年、日本の入管体制が占領軍の後援を離れるやい

なや、韓国政府は、日本からの送還対象者のうち終戦前から日本に在留していた 125 人につ

いて、日韓政府間で合意が成立するまでは法的地位が未確定だという理由で身柄の引き受

けを拒否したが、この 125 人がその後も入管に収容されつづけたことが記録されている（入

管 a［1959］：95 頁）。 

 ともあれ、以上に述べた点から、送還への同意を強要することを目的として、入管が無期

限収容という手段を行使してきたことは明らかだと思われる。命令に従わせようと圧力を

かけるために身柄の拘禁をおこなうのなら、対象者が服従の意志を示し、さらには実際に命

令に従う（つまり出国する）まで、拘禁を解いてはならないということになる。だからこそ

入管当局は、対象者の諸事情の変化を、健康状態の悪化すらも無視ないし軽視しながら、収

容を継続しようとするのである。こうして入管収容は、事実上、制度化された人権侵害とな

り、さまざまな虐待の温床となるのである。 

 筆者の支援活動における事例を一つ挙げると、インド出身のヴィジャイ（仮名）は、2019

年末に東京入管に収容されたが、その前年に骨折した手指の手術をへて、リハビリをはじめ

たばかりであった。収容中の 2020 年 5 月、手術で埋め込んだピンを取る処置を受けたが、

かえって指の苦痛が悪化、手を動かすと皮膚のなかで骨がぐらぐら動き、放っておいても改

善しない。収容前に手術をした医師の所見を考慮すると、再手術か、最悪なら指の切断が必

要かもしれない。だが東京入管は痛み止めを処方するだけで、仮放免を認めなかった。結局、

2021 年 2 月に東京入管が収容者のコロナ集団感染を発生させ、彼自身も感染してしまった

あと、4 月に彼はようやく仮放免された。 

 収容中の死亡事案は、多くの場合、当局が収容を帰国の強要手段として実施してきたこと

の最悪の帰結である。公表されているだけでも、1997 年以降に 20 名が収容中に死亡してお

り、うち 6 名は自殺である（児玉、鈴木編［2022］：22-23 頁）。メディアで注目されている

2021 年 3 月のスリランカ人女性の死亡の件は、彼女の健康状態が著しく悪化し、本人が治

療を求めていたにもかかわらず、入管職員が彼女を放置したすえのできごとであった（同前、

空野佳弘コラム）。2014 年 11 月に東京入管で死亡したスリランカ人男性の件では、急性の

心臓病が原因ではあったものの、彼は死亡のかなり前から心臓の苦しみを訴えていたのだ

が、それにもかかわらず職員に無視されたまま死に至った。 

 

５ 収容＝送還圧力の厳格化 

 2010 年代なかば以降、入管は仮放免の運用をしだいに厳格化していった。すなわち、収

容を強化していった。標的にされたのは、2015 年以降、入管の報告書で「送還忌避者」と名

指されるようなった、帰国できない事情をもつ移民や難民である（入管 a［2015］）。2015 年

9 月、2016 年 9 月、2018 年 2 月に法務省入国管理局長は、各地方入管に仮放免の運用をよ

り厳格にするように通達や指示を発した。これを受けて、かつて入管に収容されていたが仮

放免されていた非正規滞在者（難民認定申請者を含む）の多くがふたたび収容され、送還に

同意しない人々の収容は年を追うごとに長期化していった。2018 年末には、収容期間が 6



20 

か月以上の者が全国の収容施設に 590 人（47.4%）、1 年以上の者が 313 人（25.1%）、3 年以

上の者が 26 人（2.1%）いたが、2019 年末には 3 年以上の者が 63 名（6.0%）となった。2020

年には新型コロナウイルス感染対策のため多くが収容を解除されるが、その反面、長期収容

者の比率が高まっており、2021 年 6 月末の時点で、最長では収容期間が 8 年 9 か月に及ぶ

者もいる（児玉鈴木編［2022］：18-21 頁）。 

 収容が長引くにつれ、抗議のハンガーストライキをおこなう収容者が出てくるようにな

った。2019 年 6 月、大村入管センター（長崎県）で、ハンガーストライキを続けていたナ

イジェリア人男性が急死、のちに調査で餓死だったと判明した。この凄惨な報せを耳にして、

収容者たちは忍耐の限界をこえ、個々ばらばらにハンガーストライキをするようになり、各

地の主要な入管収容施設では、入管が状況をコントロールできなくなった。ところが入管は、

ハンスト者に仮放免をたった二週間だけ許可し、期間更新の手続きのため当局に出頭した

さいに再収容するという、残酷な対抗策を用いた。それでも多くが無期限収容への抗議を続

けた。結局、2020 年に入って新型コロナウイルスが猛威をふるうようになると、入管は過

密な収容を解消せざるをえなくなり（それまで狭い居室に複数名を詰め込むことが当然の

ようにおこなわれていた）、4 月に入管庁長官は、仮放免許可を増やす方向に方針転換する

指示を出した。 

 小学生のころに来日したペルー出身のアルベルト・ボテロ（仮名）も、2019 年夏、東日本

入管センターでハンガーストライキをおこなった。やがて仮放免を許可されたが、他のハン

スト者たちはみな二週間で再収容されていた。自分もまた捕まるのだという恐怖から、アル

ベルトは幻聴が聞こえはじめた。実際に再収容されるとさらに幻聴が強くなり、10 月末に

はついに自殺未遂を起こす。そのせいで彼は監視カメラ付の医務室に隔離されたが、その内

部で彼は朝から夜までずっと歩き回り、ときおり泣き叫んでいた。そうしたいわけではない

のに、自制はきかなかった。2020 年 1 月、アルベルトは外部の病院に身柄を移された。2 か

月以上の入院のあと、入管は彼を無慈悲に強制送還した。 

 以上のような収容長期化の経緯からは、入管が収容という手段を、送還への抵抗をくじく

ために利用してきたことは明白である。あえて強い言葉を使うならば、入管収容は事実上、

帰国できない事情をもつ移民や難民にたいする一種の拷問となっているのである。 

 

おわりに 

 現行法の枠内での締めつけ強化には飽きたりずに、法務省は退去強制にかんする当局の

権限を強化するための法改正を計画した。2021 年に取り下げられたものとほぼ同じ法案が

2023 年に国会を通過したことは、冒頭に述べたとおりである。送還への抵抗を犯罪化し（入

管が送還準備の命令を発し、それに一定期間内に従わなければ一年以下の懲役刑、など）、

難民認定申請者の送還停止効の例外を設けて複数回申請者を審査終了前に送還可能にする

といった規定の導入が、主要な改正点である。入管問題はますます悪化しそうだ。 

 しかしながら筆者が試みたのは、目下の入管法案の問題点を解説することではなく、日本

に特有の政策としての「入国管理」体制を包括的に研究するための糸口を探ることであった。
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退去強制手続であれ外国人労働者の受け入れ策であれ、入管行政における特定の部分だけ

に焦点をあわせているかぎり、日本の入管体制の全体像は掴めない。いわば「入国管理」と

いう観念それ自体を相対化し、入管体制をその外側から見ることが必要である。つまり、外

国人を監視し取り締まることを通常業務とする入管体制や、その法的な道具としての在留

資格制度を、空気のように存在する当たり前の法的枠組として自明視することをやめねば

ならない。そのとき、どうして政府が移民政策を否認しながら事実上の移民政策を推進して

いるのか、どうして入管当局は収容を送還推進の手段として濫用するのか、そして入管体制

の何が真に変革されるべきなのかが、よりはっきりと見えてくるようになるだろう。 
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